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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,652 25,330 23,822 55,074 48,230

経常利益 (百万円) 1,437 1,898 1,808 3,179 3,021

中間(当期)純利益 (百万円) 766 1,324 961 1,881 2,072

純資産額 (百万円) 41,002 42,822 43,597 41,443 42,307

総資産額 (百万円) 66,432 62,073 61,003 66,059 58,832

１株当たり純資産額 (円) 943.13 985.00 1,031.99 953.26 996.07

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 17.63 30.46 22.52 43.02 47.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.7 69.0 71.5 62.7 71.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,885 1,703 2,390 5,762 2,980

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △718 △502 △1,188 △2,147 △1,080

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,425 △2,431 △721 △5,539 △5,105

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 16,650 15,579 14,201 16,616 13,509

従業員数 (名) 3,293 3,189 3,160 3,235 3,174



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 16,689 18,363 17,216 34,464 35,535

経常利益 (百万円) 284 611 652 861 1,046

中間(当期)純利益 (百万円) 80 361 230 296 688

資本金 (百万円) 6,033 6,033 6,033 6,033 6,033

発行済株式総数 (株) 43,479,724 43,479,724 43,479,724 43,479,724 43,479,724

純資産額 (百万円) 36,346 36,588 35,974 36,520 35,989

総資産額 (百万円) 47,204 46,610 45,023 48,428 44,604

１株当たり純資産額 (円) 836.02 841.59 851.65 840.03 847.34

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 1.84 8.32 5.42 6.81 15.92

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 4.50 4.50 4.50 9.00 9.00

自己資本比率 (％) 77.0 78.5 79.9 75.4 80.7

従業員数 (名) 1,049 1,045 1,012 1,028 1,002



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても事業内容についての異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社および連結子会社３社において労働組合が結成されております。それぞれ上部団体の全日本電機・電

子・情報関連産業労働組合連合会に加盟して健全な歩みを続けており、労使関係は相互信頼の基盤のもとに安定し

ております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電子部品事業 3,102 

全社(共通) 58 

合計 3,160 

従業員数(名) 1,012 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間は、原油高や期初のデジタル関連の在庫調整などのマイナス要因があったものの、世界的に

景気は底堅く、概ね順調に推移いたしました。 

当グループの属する電子部品業界におきましても、第１四半期におきましては在庫調整の影響によって受注が低

調な推移となりましたが、第２四半期以降、受注回復基調が鮮明となってまいりました。 

そのような中で、当グループは収益性の向上を目指して固定費の削減、高付加価値製品の拡販、品質向上等数々

の活動を進めてまいりました。また、研究開発面におきましても積極的に取り組み、低温焼成セラミックス多層基

板のインクジェット法による微細配線形成技術の開発に成功いたしました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は23,822百万円(前年同期比1,508百万円減)、経常利益は1,808百万

円(90百万円減)、中間純利益は961百万円(362百万円減)となりました。尚、北米販売子会社の主要取引先である

Delphi Corporationが米国連邦破産法第11条の適用申請を行い、会社更生手続きに入ったことを受け、当中間連結

会計期間におきまして特別損失として貸倒引当金繰入額257百万円を計上しております。 

所在地別セグメントの業績は、日本においては売上高18,136百万円(1,901百万円減)、営業利益442百万円(252百

万円減)、アジアにおいては売上高5,886百万円(205百万円増)、営業利益559百万円(95百万円増)、アメリカにおい

ては売上高4,445百万円(517百万円減)、営業利益293百万円(17百万円増)、ヨーロッパにおいては売上高1,387百万

円(33百万円増)、営業利益65百万円(30百万円増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間は1,349百万円の税金等調整前中間純利益を計上することができました。さらに売上債権の減

少(379百万円)等により、営業キャッシュ・フローは2,390百万円の流入を確保することができました。 

投資活動におけるキャッシュ・フローは不透明な経営環境に対応して有形固定資産の取得支出を774百万円に抑え

てまいりました。その結果1,188百万円の資金の流出となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは配当金等の支払や借入金の返済により721百万円の流出となりまし

た。 

これらの結果を受け、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、期首に比べ691百万円

増加し、14,201百万円になりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

製品別生産実績 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より、製品別生産実績をより明確に表示するため、「炭素皮膜抵抗器」「金属皮膜抵抗器」「複合抵

抗」「可変抵抗器」をまとめまして「抵抗器」として表示しております。なお、括弧内は従来の分類によったものであり

ます。 

  

(2) 受注実績 

製品別受注高、受注残高 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間より、製品別受注高、受注残高をより明確に表示するため、「炭素皮膜抵抗器」「金属皮膜抵抗器」

「複合抵抗」「可変抵抗器」をまとめまして「抵抗器」として表示しております。なお、括弧内は従来の分類によったも

のであります。 

  

製品名 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

抵抗器 17,757 △7.5 

(炭素皮膜抵抗器) (1,196) (△12.0)

(金属皮膜抵抗器) (15,505) (△6.5)

(複合抵抗) (914) (△15.9)

(可変抵抗器) (140) (△15.7)

IC及びIC関連機器 1,829 ＋5.5 

高周波インダクタ 844 △24.2 

安全部品 1,383 △1.7 

その他 1,642 △4.6 

合計 23,457 △6.8 

製品名 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

抵抗器 18,116 ＋4.2 2,214 ＋9.9 

(炭素皮膜抵抗器) (1,218) (△3.4) (147) (△13.0)

(金属皮膜抵抗器) (15,820) (＋5.8) (1,900) (＋26.8)

(複合抵抗) (940) (△2.8) (142) (△55.3)

(可変抵抗器) (138) (△28.1) (25) (△13.8)

IC及びIC関連機器 1,974 ＋21.3 746 ＋110.7 

高周波インダクタ 861 △23.1 99 △54.0 

安全部品 1,437 ＋20.3 135 △49.1 

その他 1,623 △46.2 189 △23.8 

合計 24,010 △1.3 3,383 ＋9.3 



(3) 販売実績 

製品別販売実績 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間より、製品別販売実績をより明確に表示するため、「炭素皮膜抵抗器」「金属皮膜抵抗器」「複合抵

抗」「可変抵抗器」をまとめまして「抵抗器」として表示しております。なお、括弧内は従来の分類によったものであり

ます。 

  

製品名 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

抵抗器 18,046 ＋1.5 

(炭素皮膜抵抗器) (1,224) (△3.8)

(金属皮膜抵抗器) (15,758) (＋2.5)

(複合抵抗) (923) (△0.8)

(可変抵抗器) (141) (△29.1)

IC及びIC関連機器 1,858 ＋11.8 

高周波インダクタ 864 △20.3 

安全部品 1,417 ＋21.6 

その他 1,540 △56.4 

原材料・部品及び半製品 97 △13.4 

合計 23,822 △6.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

好調な中国経済に対し、原油高や米国経済の不透明、デジタル景気の一巡など国内の電気・電子機器分野を取り巻

く環境は依然として厳しい状況下にあります。 

そのような中にあって、KOAグループは市場が要求する製品を要求される時に投入できるように、開発体制を整え新

製品開発を進めてまいりました。特に当中間連結会計期間は計画通りに新製品開発を行うために徹底した進捗管理を

行い、ほぼ計画通り二十数品種の新製品を開発いたしました。 

主力のチップ抵抗器では小型タイプの高精度品、耐サージ特性に優れたシリーズの拡大、高電圧対応品のタイプ拡

大を行いました。 

また、ノートPC、携帯電話などのパワーマネージメント用の電流検出低抵抗器では、温度による抵抗値変化を抑え

た金属板シリーズを開発し、厚膜タイプでは小型品、大電流品までシリーズ、タイプ拡大を行いました。 

移動体通信機器の高周波回路用チップインダクタではインダクタンスとQ値の拡大を行い、機器の故障による影響拡

大を防ぐチップヒューズでは薄膜シリーズの電流値範囲の拡大などを行いました。 

次世代技術の「ナノ材料とその応用技術」では、NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)の助成事業としてセ

イコーエプソン㈱様と進めております共同開発の成果として、LTCC(低温焼成セラミックス回路基板)上へインクジェ

ット技術を利用して業界初となる微細配線を形成する技術を確立しました。米国フィラデルフィア州で開催された

「IMAPS2005」を始めエレクトロニクス実装学会の「MES2005」、「CEATEC JAPAN」などで発表し、国内外から高い評

価を得ました。 

また、2004年度から参加しました知的クラスター創成事業、地域結集型共同研究事業も継続して進めております。 

一方、環境問題では欧州のRoHS指令などで注目されているカドミウム、鉛等有害物質を含まない製品の供給体制を

整え、さらに完全鉛フリー化に向け大学や各種研究機関との材料開発を伸展させてまいります。 

外部機関との連携強化により、ますます高度化する市場の品質・性能・機能要求に十分対応できる体制を整え、製

品開発・研究開発活動を進めてまいります。 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は573百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の 
内容 

投資額
(百万円) 完了年月 完成後の増加能力 

提出会社 本社 
(長野県伊那市) 電子部品 

生産設備の 
改修、増設 799

平成17年
９月 

設備の改修が主なため、能力の増加は殆どありませ
ん。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

「当社の発行する株式の総数は、150,000,000株とする。ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減じ

る。」 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 43,479,724 43,479,724

東京証券取引所
市場第一部 
名古屋証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。 

計 43,479,724 43,479,724 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 43,479 ― 6,033 ― 11,261



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 上記のほか当社所有の自己株式1,239千株(2.8％)があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,010 6.9

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,320 5.3

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,221 5.1

株式会社八十二銀行 長野市中御所岡田178－８ 2,071 4.8

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞ヶ関３丁目７－３ 1,442 3.3

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 1,297 3.0

ロンバート オーディエ ダリ
エ ヘンチ アンド シー 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行) 

11. RUE DE LA CORRATERIE-CH-1211 
GENEVA SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 

1,013 2.3

ソシエテ ジェネラルバンク 
アンド トラスト 
(常任代理人 香港上海銀行) 

11, AVENUE EMILE REUTER L-2420
LUXEMBOURG 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

956 2.2

ザ チェースマンハッタンバン
ク エヌエイロンドン 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

923 2.1

ザ チェースマンハッタンバン
ク エヌエイロンドンエスエル 
オムニバスアカウント 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

900 2.1

計 ― 16,153 37.1

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 3,010千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 2,320千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「証券保管振替機構」名義の株式が4,300株(議決権43個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式６株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,239,000 
―

権利内容において何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

42,206,800 
422,068 同上 

単元未満株式 普通株式   33,924 ― 同上 

発行済株式総数 43,479,724 ― ― 

総株主の議決権 ― 422,068 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
KOA株式会社 

長野県伊那市大字伊那 
3672番地 

1,239,000 ― 1,239,000 2.8

計 ― 1,239,000 ― 1,239,000 2.8



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 875 875 905 893 978 970

最低(円) 770 812 840 846 849 921



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに前中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、公認会計士谷田部榮廣氏及び中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※１   15,579 14,201   13,509 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

※３   14,048 13,510   13,418 

３ 有価証券     103 200   177 

４ たな卸資産     5,365 5,078   5,135 

５ その他     2,165 2,013   1,757 

貸倒引当金     △20 △270   △276 

流動資産合計     37,241 60.0 34,733 56.9   33,720 57.3

Ⅱ 固定資産 ※１         

(1) 有形固定資産           

１ 建物及び 
  構築物 

  11,692   11,920 11,842   

減価償却 
累計額 

  △7,110 4,581 △7,357 4,563 △7,208 4,634 

２ 機械装置及び 
  運搬具 

  25,723   26,653 25,924   

減価償却 
累計額 

  △19,415 6,307 △20,101 6,552 △19,732 6,191 

３ 土地     5,920 5,763   5,918 

４ その他     628 736   609 

有形固定資産 
合計 

    17,438 28.0 17,614 28.9   17,354 29.5

(2) 無形固定資産     280 0.5 266 0.4   281 0.5

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 投資有価証券 ※１   4,937 5,902   5,229 

２ その他     3,927 3,659   3,735 

貸倒引当金     △1,751 △1,172   △1,489 

投資その他の 
資産合計 

    7,113 11.5 8,389 13.8   7,475 12.7

固定資産合計     24,832 40.0 26,270 43.1   25,111 42.7

資産合計     62,073 100.0 61,003 100.0   58,832 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    6,679 6,278   5,583 

２ 短期借入金 ※１   4,049 1,978   2,385 

３ 賞与引当金     1,005 917   973 

４ その他     2,506 3,222   2,704 

流動負債合計     14,241 22.9 12,397 20.3   11,646 19.8

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     187 281   181 

２ 退職給付引当金     1,129 1,085   1,090 

３ 連結調整勘定     698 240   459 

４ その他     2,366 3,019   2,773 

固定負債合計     4,381 7.1 4,626 7.6   4,505 7.7

負債合計     18,622 30.0 17,024 27.9   16,151 27.5

(少数株主持分)           

少数株主持分     628 1.0 381 0.6   373 0.6

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,033 9.7 6,033 9.9   6,033 10.3

Ⅱ 資本剰余金     9,002 14.5 9,002 14.8   9,002 15.3

Ⅲ 利益剰余金     28,899 46.6 30,216 49.5   29,451 50.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    448 0.7 725 1.2   537 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,556 △2.5 △1,343 △2.2   △1,902 △3.3

Ⅵ 自己株式     △4 △0.0 △1,035 △1.7   △814 △1.4

資本合計     42,822 69.0 43,597 71.5   42,307 71.9

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    62,073 100.0 61,003 100.0   58,832 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     25,330 100.0 23,822 100.0   48,230 100.0

Ⅱ 売上原価     18,872 74.5 17,824 74.8   36,294 75.3

売上総利益     6,457 25.5 5,997 25.2   11,935 24.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

          

１ 荷造運搬費   405   358 737   

２ 給料手当   2,090   1,935 4,153   

３ 賞与引当金 
  繰入額 

  209   197 210   

４ 貸倒引当金 
  繰入額 

  ―   33 ―   

５ 減価償却費   142   131 285   

６ その他   2,060 4,908 19.4 1,935 4,592 19.3 4,190 9,578 19.8

営業利益     1,549 6.1 1,405 5.9   2,357 4.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   35   72 80   

２ 受取配当金   14   19 29   

３ 受取賃貸料   21   42 100   

４ 為替差益   102   ― 48   

５ 持分法による 
  投資利益 

  73   22 105   

６ 連結調整勘定 
  償却 

  226   289 584   

７ その他   142 617 2.4 165 610 2.6 203 1,152 2.4

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   35   25 60   

２ 棚卸資産 
  処分損等 

  15   10 72   

３ 賃貸資産管理費   15   12 32   

４ 為替差損   ―   73 ―   

５ 仕損費用   ―   35 49   

６ 退職給付費用   ―   30 61   

７ その他   201 268 1.0 20 207 0.9 213 488 1.0

経常利益     1,898 7.5 1,808 7.6   3,021 6.3

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金 
  戻入益 

  0   6 0   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  13   4 13   

３ 材料無償受入益   13   ― 13   

４ 固定資産売却益 ※２ ―   2 17   

５ その他   2 29 0.1 ― 13 0.1 65 109 0.2

            



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※１ 29   41 64   

２ 貸倒引当金 
  繰入額 

  ―   257 ―   

３ 減損損失 ※３ ―   140 ―   

４ 和解に伴う費用   87   ― 96   

５ その他   0 116 0.5 32 471 2.0 65 226 0.5

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    1,810 7.1 1,349 5.7   2,904 6.0

法人税、住民 
税及び事業税 

  420   514 599   

法人税等 
調整額 

  10 430 1.7 △134 380 1.6 147 746 1.5

少数株主利益     56 0.2 8 0.1   85 0.2

中間(当期) 
純利益 

    1,324 5.2 961 4.0   2,072 4.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,002 9,002   9,002

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益 0 0 ― ― 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  9,002 9,002   9,002

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   27,778 29,451   27,778

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,324 1,324 961 961 2,072 2,072

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 195 191 391 

２ 役員賞与 7 202 5 197 7 398

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  28,899 30,216   29,451



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 1,810 1,349 2,904

２ 減価償却費  943 909 1,920

３ 減損損失  ― 140 ―

４ 賞与引当金の増減額  19 △55 △12

５ 貸倒引当金の増減額  △203 △333 △204

６ 退職給付引当金の増減額  △121 △4 △154

７ 受取利息及び受取配当金  △49 △91 △110

８ 支払利息  35 25 60

９ 役員賞与金の支払額  △7 △6 △7

10 連結調整勘定償却額  △226 △214 △448

11 持分法による投資損益  △73 △22 △105

12 有価証券の売却損益  △13 △4 ―

13 投資有価証券売却損益  ― ― △13

14 有形固定資産売却損益  29 37 47

15 有形固定資産除却損  1 ― ―

16 売上債権の増減額  436 379 983

17 たな卸資産の増減額  △318 160 △151

18 仕入債務の増減額  △308 506 △1,278
19 その他の増減額  112 △136 160

小計  2,066 2,640 3,589

20 利息及び配当金の受取額  128 179 188
21 利息の支払額  △36 △22 △62
22 法人税等の支払額  △454 △407 △735

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,703 2,390 2,980

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券の取得 
  による支出 

 ― ― △114

２ 有価証券の売却 
  による収入 

 34 1 34

３ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △788 △774 △1,300

４ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 62 38 147

５ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △15 △263 △207

６ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 95 32 211

７ 連結子会社の株式取得 
  による支出 

 △32 ― △396

８ 貸付金の回収による収入  148 10 199
９ その他  △6 △233 345

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △502 △1,188 △1,080



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金増減額  △2,089 △431 △3,743

２ 長期借入による収入  ― 212 87

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △135 △82 △236

４ 配当金の支払額  △195 △191 △391

５ 少数株主への配当金の 
  支払額 

 △10 △7 △11

６ 自己株式の取得支出  ― △221 △810

７ その他  △0 ― 0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,431 △721 △5,105

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 193 211 98

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △1,036 691 △3,106

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 16,616 13,509 16,616

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 15,579 14,201 13,509



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数  18社 

主要な連結子会社の名

称 

箕輪興亜㈱ 

多摩電気工業㈱ 

KOA  SPEER  HOLDING 

CORP. 

(注)連結子会社であります 

ケイテックデバイシー

ズ㈱は平成16年８月１

日社名を箕輪興亜㈱に

変更いたしました。 

(1) 連結子会社の数  17社 

主要な連結子会社の名

称 

箕輪興亜㈱ 

多摩電気工業㈱ 

KOA  SPEER  HOLDING 

CORP. 

  

(1) 連結子会社の数  17社 

主要な連結子会社の名

称 

「第１  企業の概況

４関係会社の状況」に記

載しているため省略して

おります。 

(注)連結子会社であります

ケイテックデバイシー

ズ㈱は平成16年８月１

日社名を箕輪興亜㈱に

変更いたしました。 

連結子会社であります

KSE MICROELECTRONICS 

CORPORATIONは連結子

会社であります KOA 

SPEER  ELECTRONICS, 

INC.と平成17年３月31

日に合併いたしまし

た。 

  (2) 主要な非連結子会社名 

伊那毎日新聞㈱ 

無錫興和電子㈲ 

日本電子応用㈱ 

(2) 主要な非連結子会社名 

同左 

(2) 主要な非連結子会社名 

伊那毎日新聞㈱ 

無錫興和電子㈲ 

日本電子応用㈱ 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、い

ずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、い

ずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、い

ずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した関連

会社数  ３社 

主要な会社等の名称 

東北エレクトリック㈱ 

KOA DENKO (MALAYSIA) 

BHD. 

大興電工㈲ 

(1) 持分法を適用した関連

会社数 

同左 

  

(1) 持分法を適用した関連

会社数 

同左 

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称 

伊那毎日新聞㈱ 

無錫興和電子㈲ 

日本電子応用㈱ 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称 

同左 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社

のうち主要な会社等の名

称 

伊那毎日新聞㈱ 

無錫興和電子㈲ 

日本電子応用㈱ 

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、そ

れぞれ中間純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、

持分法の適用から除外して

おります。 

  持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、そ

れぞれ連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、

持分法の適用から除外して

おります。 

  (3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必要

があると認められる事項 

持分法適用会社のうち中

間決算日が異なる会社につ

いては、当該会社の中間会

計期間に係る財務諸表を使

用しております。 

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必要

があると認められる事項 

同左 

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必要

があると認められる事項 

持分法適用会社のうち決

算日が異なる会社について

は、当該会社の事業年度に

係る財務諸表を使用してお

ります。 

３ 連結子会社の中間

決算日等に関する

事項 

 連結子会社のうち上海興

亜電子元件㈲、興和電子

(太倉)㈲、上海可尓電子貿

易㈲の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成にあたって

は、中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち上海興

亜電子元件㈲、興和電子

(太倉)㈲、上海可尓電子貿

易㈲の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を

使用し、中間決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行

っております。 

 連結子会社のうち上海興

亜電子元件㈲、興和電子

(太倉)㈲及び上海可尓電子

貿易㈲の決算日は12月31日

であります。連結財務諸表

の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結

上必要な調整を行っており

ます。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法 

      

  ① 有価証券 a  満期保有目的の債券 

   償却原価法 

b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定) 

a  満期保有目的の債券 

同左 

b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

a  満期保有目的の債券 

同左 

b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ

取引により生

じる正味の債

権(及び債務)

の評価方法及

び評価基準 

 時価法 同左 同左 

  ③ たな卸資産  主として移動平均法に基

づく原価法により評価して

おります。 

同左 同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法 

      

   (有形固定資産)  主として定率法による減

価償却を実施しておりま

す。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につい

ては、定額法によっており

ます。 

同左 同左 

   (無形固定資産)  主として定額法によって

おります。 

同左 同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

      

  ① 貸倒引当金  債権の貸倒に備えるため

当社および国内連結子会社

は、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定債権については

個別に回収可能性を勘案し

回収不能見込額を計上して

おり、在外連結子会社につ

いては、主として特定の債

権についてその回収可能性

を勘案した回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 賞与引当金  従業員に対し支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

③ 退職給付引当

金 

 当社および連結子会社に

おいて従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しておりま

す。 

 当社および連結子会社に

おいて従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差

異(996百万円)について

は、15年による按分額を費

用処理しております。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しておりま

す。 

 当社および連結子会社に

おいて従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異(996百万円)について

は、15年による按分額を費

用処理しております。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の

資産又は負債の本

邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換

算調整勘定に含めておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の

部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっており、在外連結子会

社については、主として通

常の売買取引に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 



  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法 

  ① ヘッジ会計の

方法 

  

  

 為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務等につ

いて振当処理を行っており

ます。 

  

  

同左 

  

  

――――― 

  ② ヘッジ手段と

ヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

 為替予約 

(ヘッジ対象) 

 外貨建金銭債権債務等 

同左 ――――― 

  ③ ヘッジ方針  為替変動リスクのある資

産及び負債について為替予

約により為替リスクをヘッ

ジすることを基本としてお

ります。 

同左 ――――― 

  ④ ヘッジ有効性

評価の方法 

 為替予約の締結時にリス

ク管理方針に従って米貨建

による同一金額で同一期日

の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので中間決算日における有

効性の評価を省略しており

ます。 

同左 ――――― 

 (7) 消費税等の会計

処理方法 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜き方式によ

っております。 

同左 同左 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

 資金の範囲は手許現金、

要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な

投資であります。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間連結会計期間から「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計審議会
平成14年８月９日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号)を適用しております。 
 これにより税金等調整前中間純利
益が140百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規則
に基づき当該各資産の金額から直接
控除しております。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― 
  

(中間連結損益計算書) 
１ 前中間連結会計期間において営業外費用の「その
他」に含めて表示しておりました「仕損費用」は、
当中間連結会計期間において、重要性が増したた
め、区分掲記しております。なお、前中間連結会計
期間における「仕損費用」は７百万円であります。 

  ２ 前中間連結会計期間において営業外費用の「その
他」に含めて表示しておりました「退職給付費用」
は、当中間連結会計期間において、重要性が増した
ため、区分掲記しております。なお、前中間連結会
計期間における「退職給付費用」は31百万円であり
ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月１日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当中間連結会計期間から
「法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示について
の実務上の取扱い」(平成16年２月
13日 企業会計基準委員会 実務対
応報告第12号)に従い法人事業税の
付加価値割及び資本割については、
販売費及び一般管理費に計上してお
ります。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が42百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前中間純利益
が、42百万円減少しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法
律」(平成15年法律第９号)が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月１日以降に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当連結会計年度から「法人
事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務
上の取扱い」(平成16年２月13日
企業会計基準委員会 実務対応報告
第12号)に従い法人事業税の付加価
値割及び資本割については一般管理
費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が86百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益
が、86百万円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 預金 100 

 建物及び構築物 295 

 土地 144 

 投資有価証券 775 

 計 1,316百万円

※１ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 預金 100 

 建物及び構築物 273 

 土地 144 

 投資有価証券 1,047 

 計 1,566百万円

※１ 担保提供資産 

 (1) 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 預金 100 

 建物及び構築物 282 

 土地 144 

 投資有価証券 873 

 計 1,401百万円

 (2) 工場財団抵当として担保に供

している資産は次のとおりであ

ります。 

 建物及び構築物 108 

 機械装置及び 
 運搬具 

10 

 土地 61 

 計 180百万円

 (2) 工場財団抵当として担保に供

している資産は次のとおりであ

ります。 

 建物及び構築物 101 

 機械装置及び
 運搬具 

8 

 土地 61 

 計 171百万円

 (2) 工場財団抵当として担保に供

している資産は次のとおりであ

ります。 

 建物及び構築物 104 

機械装置及び 
 運搬具 

9 

 土地 61 

 計 176百万円

   上記(1)、(2)に対応する債務 

 短期借入金 1,347百万円

   上記(1)、(2)に対応する債務 

 短期借入金 246百万円

   上記(1)、(2)に対応する債務 

 短期借入金 249百万円

 ２ 偶発債務 

   連結会社以外の会社の銀行取

引等に対して保証を行っており

ます。 

 伊那毎日 
 新聞㈱ 

10百万円
 

 ２ 偶発債務 

   連結会社以外の会社の銀行取

引等に対して保証を行っており

ます。 

 伊那毎日
 新聞㈱ 

10百万円
 

 ２ 偶発債務 

   連結会社以外の会社の銀行取

引等に対して保証を行っており

ます。 

伊那毎日
 新聞㈱ 

10百万円
 

※３ 受取手形割引高  14百万円 ※３ 受取手形割引高  68百万円 ※３  受取手形割引高 3百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 主として機械及び装置の除却

によります。 

※１ 内訳は次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 25 

建物 9 

その他 6 

計 41百万円

※１ 内訳は次のとおりでありま

す。 

  

機械及び装置 55 

建物 9 

計 64百万円

※２     ――― ※２ 主として社宅の売却に伴うも

のであります。 

※２ 社宅の売却に伴うものであり

ます。 

※３     ――― ※３ 当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

用途 種類 場所
金額

(百万円)

遊休 土地
長野県

松川町 
71

遊休 土地
岐阜県

羽島市 
68

計 140

※３     ――― 

  (経緯) 

 上記の土地につきましては、

電子部品製造工場建設予定地及

び事務所建設予定地として取得

しましたが、景気の低迷による

需要の落ち込み等により現在は

遊休資産になっております。 

 今後の利用計画も無く、地価

も著しく下落しているため、減

損損失を認識いたしました。 

(グルーピングの方法) 

 事業部門別を基本とし、販売

部門においては営業所を単位

に、製造部門においては工場を

単位とし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産については

個々の物件単位でグルーピング

をしております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 正味売却価額、不動産鑑定評

価基準 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表上の

「現金及び預金」とは、同額であ

ります。 

同左 １ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表上の「現金及び

預金」とは、同額であります。 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
工具器具 
備品 

(百万円) 

 
その他 
(百万円)  

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 502 238

 
530 1,270

減価償却 
累計額 
相当額 

321 133

 
273 729

中間期末 
残高 
相当額 

180 104
 

256 541

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
工具器具
備品 

(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 467 190 515 1,173

減価償却 
累計額 
相当額 

377 135 347 860

中間期末 
残高 
相当額 

89 55 167 312

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品 

(百万円) 

 
その他 
(百万円)  

合計 
(百万円)

取得価額
相当額 474 217

 
602 1,294

減価償却
累計額 
相当額 

340 138

 
330 810

期末残高
相当額 133 79

 
271 484

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年以内 235 

  １年超 322 

  合計 557百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年以内 198 

  １年超 125 

  合計 323百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  １年以内 236 

  １年超 269 

  合計 506百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 96百万円

  減価償却費相当額 91百万円

  支払利息相当額 5百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 118百万円

  減価償却費相当額 112百万円

  支払利息相当額 4百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 260百万円

  減価償却費相当額 246百万円

  支払利息相当額 12百万円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については利息法によって

おります。 

  利息相当額の算定方法 

同左 

  利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

  １年以内 5 

  １年超 12 

  合計 18百万円

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

  １年以内 5 

  １年超 6 

  合計 12百万円

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

  １年以内 5 

  １年超 9 

  合計 15百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

(1) その他有価証券 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 653 1,415 760

② 債券  

   国債・地方債 332 335 2

   その他 88 32 △55

計 1,074 1,783 708

区分 
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

(1) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,421

② ＭＭＦ等 50

③ その他 62

計 1,534



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券     

① 国債・地方債等 223 223 ―

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券     

① 株式 658 1,881 1,222

② 債券  

   その他 114 116 2

計 772 1,998 1,226

内容 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

① 非上場債券 100

計 100

(2) その他有価証券 

① 非上場株式 192

② ＭＭＦ等 50

③ その他 1,592

計 1,835



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

４ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 

前連結会計年度末(平成17年３月31日)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

連結決算日における時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額を超え
るもの 

323 324 1

合計 323 324 1

区分 

前連結会計年度末(平成17年３月31日)

取得原価
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

 ① 株式 599 1,514 915

小計 599 1,514 915

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

 ① 株式 56 52 △4

小計 56 52 △4

合計 655 1,567 911

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券 

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 194

② ＭＭＦ 281

③ その他 1,243

合計 1,719



５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  
  
次へ 

区分 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

① ＭＭＦ 159 ―

② その他 17 429

合計 177 429



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

  取引の時価等に関する事項 

① 通貨関連 

為替予約が付されていることにより、決済時の決済金額が確定している外貨建金銭債権債務については、中間連

結貸借対照表に当該金額で表示しているため、開示の対象はありません。 

② 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

  金利スワップ取引…金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり

ません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

(当中間連結会計期間) 

  取引の時価等に関する事項 

① 通貨関連 

為替予約が付されていることにより、決済時の決済金額が確定している外貨建金銭債権債務については、連結貸

借対照表に当該金額で表示しているため、開示の対象はありません。 

② 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

  金利スワップ取引…金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり

ません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

  

区分 種類

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

契約額等
(百万円) 

契約額の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 

の取引 

金利スワップ取引 
100 100 △1 △1

変動金利受取・固定金利支払 

合計 100 100 △1 △1

区分 種類

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

契約額等
(百万円) 

契約額の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 

の取引 

金利スワップ取引 
100 100 △1 △1

変動金利受取・固定金利支払 

合計 100 100 △1 △1



(前連結会計年度) 

  取引の時価等に関する事項 

① 通貨関連 

当連結会計年度末において為替予約残高がないため、該当事項はありません。 

② 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

  金利スワップ取引…金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではあり

ません。 

  

区分 種類

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

契約額等
(百万円) 

契約額の
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外 

の取引 

金利スワップ取引 
100 100 △1 △1

変動金利受取・固定金利支払 

合計 100 100 △1 △1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益に占める「電子部品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益に占める「電子部品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電子部品事業」の割

合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

アメリカ
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

13,951 5,124 4,911 1,344 25,330 ― 25,330

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

6,085 557 50 10 6,704 (6,704) ―

計 20,037 5,681 4,962 1,354 32,035 (6,704) 25,330

営業費用 19,342 5,217 4,686 1,319 30,565 (6,783) 23,781

営業利益 694 464 276 35 1,470 79 1,549

  
日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

アメリカ
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

12,614 5,441 4,383 1,383 23,822 ― 23,822

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,522 445 62 3 6,033 (6,033) ―

計 18,136 5,886 4,445 1,387 29,855 (6,033) 23,822

営業費用 17,693 5,326 4,152 1,322 28,495 (6,078) 22,416

営業利益 442 559 293 65 1,360 44 1,405



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 アジア…台湾、シンガポール、中華人民共和国、香港 

 ヨーロッパ…ドイツ連邦共和国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る

費用であります。 

 前中間連結会計期間    922百万円 

 当中間連結会計期間    835百万円 

 前連結会計年度     1,675百万円 

  

  
日本
(百万円) 

アジア 
(百万円) 

アメリカ
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

26,612 9,967 9,020 2,629 48,230 ― 48,230

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,573 1,009 143 14 12,741 (12,741) ―

計 38,186 10,976 9,164 2,644 60,971 (12,741) 48,230

営業費用 37,199 10,157 8,756 2,592 58,705 (12,832) 45,872

営業利益 987 819 408 52 2,266 90 2,357



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アジア……………台湾、シンガポール、中華人民共和国 

その他の地域……ドイツ、フランス 

  

  アメリカ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,967 6,284 1,606 12,858

Ⅱ 連結売上高(百万円)   25,330

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

19.6 24.8 6.3 50.7

  アメリカ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,400 6,568 1,510 12,479

Ⅱ 連結売上高(百万円)   23,822

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

18.5 27.6 6.3 52.4

  アメリカ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,104 12,380 3,056 24,541

Ⅱ 連結売上高(百万円)   48,230

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

18.9 25.7 6.3 50.9



(１株当たり情報) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 985.00円 1,031.99円 996.07円 

１株当たり中間(当期)純利益 30.46円 22.52円 47.69円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。 

(算定上の基礎) 

１株当たり中間純利益 

①中間連結損益計算書

上の中間純利益 

1,324百万円

②普通株式に係る中間

純利益 

1,324百万円

③普通株式の期中平均

株式数 

43,474,865株

同左 

  

  

  

(算定上の基礎) 

１株当たり中間純利益 

①中間連結損益計算書

上の中間純利益 

961百万円

②普通株式に係る中間

純利益 

955百万円

③普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳

 利益処分による役

員賞与金 

5百万円

④普通株式の期中平均

株式数 

42,435,041株

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。 

(算定上の基礎) 

 １株当たり当期純利益 

①連結損益計算書上の

当期純利益 

2,072百万円

②普通株式に係る当期

純利益 

2,064百万円

③普通株主に帰属しな

い金額の主要な内訳

 利益処分による役

員賞与金 

7百万円

④普通株式の期中平均

株式数 

43,282,521株



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     7,534 4,977   5,200 

２ 受取手形     3,816 2,995   3,259 

３ 売掛金     10,004 10,456   9,948 

４ たな卸資産     1,417 1,283   1,390 

５ その他 ※４   991 1,072   1,296 

貸倒引当金     △130 △128   △131 

流動資産合計     23,634 50.7 20,657 45.9   20,965 47.0

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※１         

１ 建物 ※２   2,638 2,558   2,610 

２ 機械及び装置 ※２   2,555 2,928   2,640 

３ 土地 ※２   3,482 3,325   3,481 

４ その他     406 461   382 

有形固定資産計     9,083 9,274   9,115 

(2) 無形固定資産     132 125   135 

(3) 投資その他の 
  資産 

          

１ 関係会社株式     10,904 11,392   11,333 

２ 関係会社 
  長期貸付金 

    464 442   453 

３ 長期性預金     500 600   500 

４ その他 ※２   2,130 2,688   2,258 

貸倒引当金     △239 △157   △157 

投資その他の 
資産計 

    13,760 14,965   14,388 

固定資産合計     22,976 49.3 24,365 54.1   23,639 53.0

資産合計     46,610 100.0 45,023 100.0   44,604 100.0



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形     3,839 3,305   3,405 

２ 買掛金     2,118 2,219   2,070 

３ 短期借入金 ※２   1,477 226   279 

４ 未払法人税等     169 175   159 

５ 賞与引当金     652 610   640 

６ その他     812 1,219   897 

流動負債合計     9,068 19.5 7,755 17.2   7,452 16.7

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     560 604   583 

２ その他     393 688   579 

固定負債合計     954 2.0 1,293 2.9   1,162 2.6

負債合計     10,022 21.5 9,048 20.1   8,614 19.3

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     6,033 12.9 6,033 13.4   6,033 13.5

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   11,261   11,261 11,261   

２ その他 
  資本剰余金 

  0   0 0   

資本剰余金合計     11,261 24.2 11,261 25.0   11,261 25.2

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   916   916 916   

２ 任意積立金   17,096   16,765 17,096   

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

  853   1,354 985   

利益剰余金合計     18,866 40.5 19,037 42.3   18,998 42.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    430 0.9 677 1.5   510 1.2

Ⅴ 自己株式     △4 △0.0 △1,035 △2.3   △814 △1.8

資本合計     36,588 78.5 35,974 79.9   35,989 80.7

負債資本合計     46,610 100.0 45,023 100.0   44,604 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  
  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     18,363 100.0 17,216 100.0   35,535 100.0

Ⅱ 売上原価     15,926 86.7 14,897 86.5   30,908 87.0

売上総利益     2,436 13.3 2,318 13.5   4,627 13.0

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    2,184 11.9 2,016 11.7   4,242 11.9

  営業利益     252 1.4 302 1.8   385 1.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   5   10 12   

２ 受取配当金   266   285 560   

３ 受取賃貸料   38   38 78   

４ その他   85 396 2.1 51 385 2.2 104 755 2.1

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   9   6 17   

２ 貸与資産 
  減価償却費 

  3   3 7   

３ 仕損費用   7   21 49   

４ 役員退職慰労金   7   ― 7   

５ その他   9 37 0.2 4 35 0.2 13 94 0.3

経常利益     611 3.3 652 3.8   1,046 2.9

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金 
  戻入益 

  ―   2 74   

２ 投資有価証券 
  売却益 

  13   ― 13   

３ その他   ― 13 0.1 2 4 0.0 17 105 0.3

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※２ 22   31 36   

２ 減損損失 ※３ ―   140 ―   

３ 和解に伴う費用   87   ― 96   

４ その他   0 110 0.6 5 177 1.0 0 132 0.4

税引前中間(当期) 
純利益 

    515 2.8 480 2.8   1,018 2.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  174   201 242   

法人税等調整額   △21 153 0.8 48 250 1.5 87 329 0.9

中間(当期)純利益     361 2.0 230 1.3   688 1.9

前期繰越利益     492 1,124   492 

中間配当額     ― ―   195 

中間(当期) 
未処分利益 

    853 1,354   985 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

   (有価証券) a  子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原

価法 

a  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

a  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し売却原価は移動平

均法により算定) 

b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

b  その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は、移

動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

   (たな卸資産)       

    評価基準 ・原価法 ・同左 ・同左 

    評価方法       

      製品商品 

      及び仕掛 

      品 

・移動平均法 ・同左 ・同左 

      原材料 ・移動平均法 ・同左 ・同左 

      貯蔵品 ・最終仕入原価法 ・同左 ・同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

  

  

    

   (有形固定資産) ・定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建

物附属設備は除く)につ

いては、定額法によって

おります。 

・同左 ・同左 

   (無形固定資産 

    及び長期前払 

    費用) 

  

・定額法 

  

・同左 ・同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるた

め、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定債権につ

いては、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

・同左 ・同左 

  

② 賞与引当金 従業員に対する賞与に

備えるため、将来の支給

見込額を計上しておりま

す。 

・同左 ・同左 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備

えるため、当会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より

費用処理しております。 

・同左 

  

  

  

  

  

  

  

・同左 

  

  

  

  

  

・同左 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異につ

いては、各期の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期より

費用処理しております。 

４ リース取引の処理

方法 

・リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

・同左 ・同左 

５ ヘッジ会計の方法       

 ① ヘッジ会計の方

法 

 為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務等につ

いて振当処理を行っており

ます。 

・同左  為替予約が付されている

外貨建金銭債権債務等につ

いて振当処理を行っており

ます。 

 ② ヘッジ手段とヘ

ッジ対象 

(ヘッジ手段) 

 為替予約 

(ヘッジ対象) 

 外貨建金銭債権債務等 

・同左 (ヘッジ手段) 

 為替予約 

(ヘッジ対象) 

 外貨建金銭債権債務等 



  

  
  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ③ ヘッジ方針  為替変動リスクのある資

産及び負債について為替予

約により為替リスクをヘッ

ジすることを基本としてお

ります。 

・同左  為替変動リスクのある資

産及び負債について為替予

約により為替リスクをヘッ

ジすることを基本としてお

ります。 

 ④ ヘッジ有効性評

価の方法 

 為替予約の締結時にリス

ク管理方針に従って米貨建

による同一金額で同一期日

の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので中間決算日における有

効性の評価を省略しており

ます。 

・同左  為替予約の締結時にリス

ク管理方針に従って外貨建

による同一金額で同一期日

の為替予約をそれぞれ振当

てているため、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので決算日における有効性

の評価を省略しておりま

す。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

  

・消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式を採

用しております。 

・同左 ・同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

140百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

――――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が31百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、31百

万円減少しております。 

―――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以降に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が62百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、62百

万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

摘要 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

13,602百万円 13,927百万円 13,854百万円 

※２ 担保資産 

 (1) 担保差入資産 

      

    建物 

    土地 

295百万円 

144百万円 

273百万円 

144百万円 

282百万円 

144百万円 

    投資有価証券 775百万円 1,047百万円 873百万円 

 (2) 工場財団抵当 

    建物 

  

81百万円 

  

74百万円 

  

77百万円 

    機械装置 7百万円 5百万円 6百万円 

    土地 37百万円 37百万円 37百万円 

 上記(1)、(2)に対応

する債務 

    短期借入金 

  

  

1,227百万円 

  

  

126百万円 

  

  

129百万円 

 ３ 偶発債務 銀行取引等に対して保証を

行っております。 

 興亜化成㈱ 622百万円

 箕輪興亜㈱ 1,160百万円

 興亜エレク 
 トロニクス 
 ㈱ 

84百万円

 伊那毎日
 新聞㈱ 

10百万円

 KOA EUROPE 
    GMBH 

476百万円

(3,440千EUR)

 計 2,352百万円

銀行取引等に対して保証を

行っております。 

 興亜化成㈱ 453百万円

箕輪興亜㈱ 920百万円

興亜エレク
 トロニクス
 ㈱ 

100百万円

伊那毎日
 新聞㈱ 

10百万円

KOA EUROPE
    GMBH

130百万円

(950千EUR)

 計 1,614百万円

銀行取引等に対して保証を

行っております。 

 興亜化成㈱ 521百万円 

 箕輪興亜㈱ 920百万円 

興亜エレク 
 トロニクス 
 ㈱ 

52百万円 

伊那毎日 
 新聞㈱ 

10百万円 

KOA EUROPE 
    GMBH 

287百万円 

(2,050千EUR)

多摩電気 
 工業㈱ 

146百万円 

 計 1,937百万円 

※４ 消費税等の表示

方法 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ流動資産

「その他」に含めて表示し

ております。 

同左 ――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額       

    有形固定資産 427百万円 436百万円 894百万円 

    無形固定資産 21百万円 20百万円 40百万円 

※２ 固定資産処分損 内訳は次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 19 

その他 3 

計 22百万円

内訳は次のとおりでありま

す。 

機械及び装置 25 

その他 5 

計 31百万円

内訳は次のとおりでありま

す。 

建物 9 

機械及び装置 25 

その他 1 

計 36百万円

※３ 減損損失 ――――― ※３ 当社は、以下の資産

グループについて減損

損失を計上しました。 

用途 種類 場所
金額

(百万円)

遊休 土地
長野県

松川町
71

遊休 土地
岐阜県

羽島市
68

計 140

――――― 

    (経緯) 

 上記の土地につきま

しては、電子部品製造

工場建設予定地及び事

務所建設予定地として

取得しましたが、景気

の低迷による需要の落

ち込み等により現在は

遊休資産になっており

ます。 

 今後の利用計画も無

く、地価も著しく下落

しているため、減損損

失を認識いたしまし

た。 

(グルーピングの方法) 

 事業部門別を基本と

し、販売部門において

は営業所を単位に、製

造部門においては工場

を単位とし、将来の使

用が見込まれていない

遊休資産については

個々の物件単位でグル

ーピングをしておりま

す。 

(回収可能価額の算定

方法等) 

 正味売却価額、不動

産鑑定評価基準 

  



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

工具・ 
器具・ 
備品 

(百万円) 
  

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
ソフト 
ウエア 
(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 23  34  20  78

減価償却 
累計額 
相当額 

14  22  11  48

中間期末 
残高 
相当額 

9  12  9  30

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

工具・ 
器具・ 
備品 

(百万円) 
 

車両
運搬具
(百万円)

ソフト
ウエア
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 8  22 7 38

減価償却 
累計額 
相当額 

3  6 3 13

中間期末 
残高 
相当額 

4  16 4 25

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
工具・
器具・
備品 

(百万円)

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
ソフト 
ウエア 
(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額
相当額 23 21  20  65

減価償却
累計額 
相当額 

17 6  14  37

期末残高
相当額 6 14  6  27

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年以内 12 

 １年超 18 

 合計 31百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年以内 7 

 １年超 17 

 合計 25百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年以内 9 

 １年超 18 

 合計 28百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 9百万円

 減価償却費相当額 8百万円

 支払利息相当額 0百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 6百万円

 減価償却費相当額 6百万円

 支払利息相当額 2百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 15百万円

 支払利息相当額 0百万円

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

 ……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

 ……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

 同左 

  

４ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

 同左 

  

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 5 

１年超 12 

合計 18百万円

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 5 

１年超 6 

合計 12百万円

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年以内 5 

１年超 9 

合計 15百万円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(当中間会計期間) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(前事業年度) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

種類 

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 ― ― ―

関連会社株式 489 515 26

種類 

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 ― ― ―

関連会社株式 489 410 △79

種類 

前事業年度末(平成17年３月31日)

貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 ― ― ―

関連会社株式 489 399 △90



(１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 841.59円 １株当たり純資産額 851.65円 １株当たり純資産額 847.34円

１株当たり中間純利益 8.32円 １株当たり中間純利益 5.42円 １株当たり当期純利益 15.92円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

(算定上の基礎) 

１株当たり中間純利益 

①中間損益計算書上の中間純利

益 

361百万円 

②普通株式に係る中間純利益 

361百万円 

③普通株式の期中平均株式数 

43,474,865株 

 同左 

  

  

(算定上の基礎) 

１株当たり中間純利益 

①中間損益計算書上の中間純利

益 

230百万円 

②普通株式に係る中間純利益 

230百万円 

③普通株主に帰属しない金額の

主要な内訳 

  該当ありません。 

④普通株式の期中平均株式数 

42,435,041株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

(算定上の基礎) 

１株当たり当期純利益 

①損益計算書上の当期純利益 

688百万円 

②普通株式に係る当期純利益 

688百万円 

③普通株主に帰属しない金額の

主要な内訳 

  該当ありません。 

④普通株式の期中平均株式数 

43,282,521株 



(2) 【その他】 

平成17年10月21日開催の取締役会において、第78期中間配当金として１株につき４円50銭(総額190百万円)を支払

うことを決議しました。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第77期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

      

(2) 自己株券買付状況 
報告書 

    平成17年４月４日 
関東財務局長に提出。 
平成17年８月10日 
関東財務局長に提出。 
平成17年９月12日 
関東財務局長に提出。 
平成17年10月５日 
関東財務局長に提出。 
平成17年11月11日 
関東財務局長に提出。 
平成17年12月８日 
関東財務局長に提出。 

      

            

            

            

            

        

          

      

          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

コ ー ア 株 式 会 社 

  商号「ＫＯＡ株式会社」 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコーア株式会社（商号

「ＫＯＡ株式会社」）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１

日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

どもの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、コ

ーア株式会社（商号「ＫＯＡ株式会社」）及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
  
会社と公認会計士谷田部榮廣及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

谷田部公認会計士事務所 

  

  公認会計士 谷田部 榮 廣 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

コ ー ア 株 式 会 社 

  商号「ＫＯＡ株式会社」 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコーア株式会社（商号

「ＫＯＡ株式会社」）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１

日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

どもの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、コ

ーア株式会社（商号「ＫＯＡ株式会社」）及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更の注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）が適用されたことに伴い、同基準及び

同適用指針を適用している。 
  
会社と公認会計士谷田部榮廣及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
  

以  上 
  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

谷田部公認会計士事務所 

  

  公認会計士 谷田部 榮 廣 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

コ ー ア 株 式 会 社 

  商号「ＫＯＡ株式会社」 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコーア株式会社（商号

「ＫＯＡ株式会社」）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１

日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、コーア株式

会社（商号「ＫＯＡ株式会社」）の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と公認会計士谷田部榮廣及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

谷田部公認会計士事務所 

  

  公認会計士 谷田部 榮 廣 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

 コ ー ア 株 式 会 社 

  商号「ＫＯＡ株式会社」 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているコーア株式会社（商号

「ＫＯＡ株式会社」）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１

日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、コーア株式

会社（商号「ＫＯＡ株式会社」）の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 会計処理の変更の注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）が適用されたことに伴い、同基準及び同適

用指針を適用している。 
  
会社と公認会計士谷田部榮廣及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

谷田部公認会計士事務所 

  

  公認会計士 谷田部 榮 廣 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 
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